
観光地経営に関わる基礎的研究

　旅行市場の停滞と観光地間競争に加え、財政の緊縮化が進むなかで観光地が持続的な発展を

果たすためには、観光地内の個々の事業が相乗的に機能することが必要であり、観光地を包括

的経営体として捉えて諸事業の管理運営を行う「観光地経営」の視点が大切になるものと考え

られる。

　このうち観光地の「経営戦略」については、観光地経営という言葉を強く意識しないまでも

各種観光施設の整備計画や観光商品のマーケティングを行う際にしばしば考えられてきた。一

方で、「経営管理」については経営体という枠組みのあいまいさや統計データの不足によって活

発な議論が行われてきたとは言えないだろう。本研究では、観光地の経営管理を考察するため

の基礎的な試みとして

　・ 経営管理部門に相当する市町村行政と観光協会の事業予算等の現況把握

　・ 観光地の経営・運営の質的良否を測る指標の検討

　・ 経営戦略と組織の関連性に関わるケーススタディ（沖縄県をもとにして）

の３つの調査研究に取り組んだ。

■ 寺崎竜雄　岩城智子　塩谷英生　岩佐吉郎
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　観光地の管理運営にかかわる財政的状況を地方
行政単位で把握するために、市町村の観光主管箇
所を対象としたアンケート調査を実施した。併せ
て、観光地運営の補助的主体である観光協会の事
業状況についても聞いた。以下に、その集計結果
を取りまとめ、若干の考察を試みた。

1   市町村における観光関連予算の状況

（１）１年間の観光関連予算の規模
　各市町村における一年間の観光関連予算額は、
アンケートに回答のあった全国 612 の市町村の
平均値で 107 百万円であった。
　各市町村の主要指標との対比を見ると、年間
予算規模に占める観光関連予算の構成比は平均
で 1.1％、住民人口 1人当たりの観光関連予算は
53円であった。
　各市町村への入り込み客数との対比では、日帰
り客を含めた入り込み客 1人当たりの誘客にか
けた観光関連予算は平均で 257 円であった。ま
た、観光関連予算額を宿泊客数で除した値の各市
町村当たりの平均値は 5,097 円となった。

表１　各市町村における観光関連予算の全国平均値

観光関連予算 107,456 千円

予算総額のうち観光関連予算が占
める割合 1.1％

住民 1人当たりの観光関連予算額 53円

入り込み観光客（日帰り客を含む）
1人当たりの観光関連予算額 257 円

宿泊観光客 1人当たりの
観光関連予算額 5,097 円

※データは 1年間（04 年度）の値

（２）総予算に占める観光関連予算の割合
　各市町村の年間の予算総額に占める観光関連予
算の割合（以下、観光予算比率）を見ると、「0.5％
未満」が全体の約６割近くを占めた。市町村に
よって観光振興への注力度合いが異なるため、観
光予算比率は大幅にばらつくものと予測していた
が、調査結果はほぼ横並び状況を示した。

　観光地タイプ別に見た観光予算比率では、温泉
観光地が 2.2％と最も高く、農漁村観光地 1.5％、
自然観光地 1.4％と続く。旧来より観光地として
の地域運営に取り組んできた自然観光地や歴史観
光地より、近年になって誘客による地域振興に取
り組み始めた農漁村観光地における観光予算比率
が高いことが興味深い。また、自地域の観光地
としての性格を都市観光地と位置づけている市町
村の観光予算比率 0.4％は、観光地ではないと認
識する市町村の観光比率 0.3％とほぼ同程度であ
る。都市観光地では観光関連という名目による財
政的支援が脆弱である。

表２　各観光地タイプ別観光予算比率

温泉観光地 2.2%

自然観光地 1.4%

歴史観光地 1.0%

都市観光地 0.4%

農漁村観光地 1.5%

観光地ではない 0.3%

その他 0.3%

　観光地としての規模を示す指標となる年間宿
泊客数別に見た観光予算比率では、年間 100 万
人以上の宿泊客のある市町村の観光予算比率は
2.1％と、全体平均の２倍近い値である。100 万
以上の宿泊客が訪れている市町村では、地域経済
に占める観光経済の重要性が高いことが数値結果
に表れている。一方で、宿泊客数 100 人未満で
は宿泊客数が多いほど観光予算比率が高いという
傾向もなく、市町村ごとに他産業や他事業とのバ
ランスによって観光関連予算が配分されている。

図１　観光予算比率の分布
   市町村の観光予算規模と観光協会の

事業規模等に関わる現況把握調査
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表３　宿泊客数別観光予算比率

１万人未満 1.0%

1 万～ 5万人未満 1.3%

5 万～ 10 万人未満 1.7%

10 万～ 50 万人未満 1.1%

50 万～ 100 万人未満 1.1%

100 万人以上 2.1%

（３）入り込み客 1人当たりの観光予算
　日帰り客を含めた入り込み客 1人当たりの誘
客にかけた観光関連予算（1人当たり観光予算）
の分布は、100 円未満が全体の半数強を占め、
予算額が高まるにつれて度数は逓減する。
　また観光予算比率と 1人当たり観光予算の関
係を見ると、観光予算比率の高い市町村ほど１人
当たり観光予算が高まる傾向が見られる。観光予
算比率の高い市町村は、財政出動によって入り込
み客数を確保している状況にあると言える。

表４　観光予算比率別 1人当たり観光予算

0.5％未満 92 円

0.5 ～ 1％未満 317 円

1～ 2％未満 313 円

2～ 5％未満 707 円

5％以上 938 円

　1人当たり観光予算を地方別に比較してみる
と、最大値となった甲信越の 351 円と、最小値
であった近畿の 113 円では３倍以上の開きと
なった。

表５　地方別 1人当たり観光予算

北海道 252 円

東北 239 円

関東 237 円

甲信越 351 円

東海 147 円

北陸 198 円

近畿 113 円

中国 352 円

四国 242 円

九州 258 円

※沖縄はデータ数僅少のため掲載を省略

　観光地タイプ別に見た 1人当たり観光予算は、
自然観光地と歴史観光地、農漁村観光地が他より
比較的高い数値である。都市観光地は、他の観光
地タイプとの比較では極めて低額であった。

表６　観光地タイプ別 1人当たり観光予算

温泉観光地 249 円

自然観光地 310 円

歴史観光地 304 円

都市観光地 58円

農漁村観光地 273 円

観光地ではない 193 円

その他 85 円

　年間宿泊客数別に見た1人当たり予算は、「1万
～ 5万人未満」365円と「1万人未満」328円で
高い。10万人以上では概ね100円程度であった。

表７　宿泊客数別 1人当たり観光予算

１万人未満 328 円

1万～ 5万人未満 365 円

5万～ 10 万人未満 215 円

10 万～ 50 万人未満 105 円

50 万～ 100 万人未満 97 円

100 万人以上 113 円

図２　1人当たり観光予算の分布
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2   観光関連団体の状況

（１）観光地を管理運営する組織や団体の種類
　公益的な性格を持ち地元行政から何らかの直接
的な支援を受けている観光地の管理運営にかかわ
る組織や団体の存在を聞いた。全体の８割の市町
村に、観光協会またはそれに類する組織があった。
その他の組織や団体については、商工会のある
市町村は 48.2％、観光施設の運営を行う組織は
19.8％、旅館組合は 8.8％であり、複数の観光関
連組織が存在する市町村も数多く見られた。観光
関連組織のない市町村は 5.6％にとどまった。

表８　各種観光関連団体が組織されている市町村の比率

観光協会 80.4%

旅館組合 8.8%

商工会 48.2%

土産物・特産物の販売を行う組織 13.7%

観光施設の運営を行う組織 19.8%

その他 8.3%

観光関連組織はない 5.6%

（２）観光協会の形態
　観光関連団体のうち観光協会の団体形態（法人
格）を見ると、全体の８割弱が任意団体であった。
法人格別には社団法人が全体の 11.2％、財団法
人は 3.2％を占めた。昨今話題となっているNPO
法人は 1.1％、株式会社は 0.4％（有効回答のう
ち２件に相当）にとどまっている。

表９　観光協会の形態

任意団体 77.1%

財団法人 3.2%

社団法人 11.2%

中間法人 0.4%

NPO 1.1%

株式会社 0.4%

その他 6.7%

（３）観光協会の事業規模と地元行政とのかかわり
　観光協会の年間事業規模（収入計）は、1団体
当たりの全国平均が 25,605 千円であった。収入
の内訳では自治体からの補助金が 8,613 千円と
収入計の 33.6％を占め、自治体からの業務委託
費が 6,056 千円で構成比は 23.7％であった。観
光協会の事業運営費の５割強を地元自治体が負担
していることになる。
　一方で、観光協会の自主事業（物販、入場料など）
による収入は収入計の 18.9％、会員からの会費
収入が10.4％と、いわゆる自主財源は３割程度に
とどまっている。また、全体の23.4％の観光協会
では自治体から行政職員が派遣されており、観光
協会運営の地元行政依存が改めて確認された。
　また、会費収入と会員数をもとに推計した会員
1人当たりが負担する会費収入は、全体平均で
25,937 円であった。

表 10　観光協会の事業規模と収集源

年間事業規模（収入計） 25,605 千円

自治体からの補助金 8,613 千円 33.6％

自治体からの業務委託費 6,056 千円 23.7％

その他からの補助や業務
委託など 752 千円 2.9％

自主事業による収入 4,839 千円 18.9％

会費収入 2,661 千円 10.4％

その他 2,683 千円 10.5％

　観光協会の会員数規模別に内容を見てみると、
事業規模は会員数が大きい観光協会ほど大きく
なったが、自主財源の比率や行政職員の派遣比率
など地元行政とのかかわりの強さを示す指標と会
員数との関係には規則性は見られなかった。

表 11　観光協会の会員規模ごとに見た事業規模など

会員数 事業規模 自主財源の
比率

行政職員の
派遣比率

50名未満 5,527 千円 27.8％ 25.6％

50 ～ 100 名未満 7,610 千円 25.9％ 11.9％

100 ～ 150 名未満 18,233 千円 25.2％ 26.2％

150 ～ 200 名未満 20,646 千円 25.4％ 35.4％

200 名以上 58,195 千円 30.7％ 27.6％
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3   行政から見た観光協会に対する期待と課題

（１）課題
　市町村における行政の立場から見た観光協会や
旅館組合など地域内の観光事業者を構成員とする
組織や団体にかかわる課題を聞いたところ、「人
員不足」や「人材・ノウハウ不足」といった人材
面を課題に挙げた回答がそれぞれ 35％程度あっ
た。また、「主体性に欠ける」「マンネリ化している」
といった活動意欲面の指摘も 30％程度と高率で
あった。続いて、「活動財源が不足している」「地
元行政の経済的負担が大きい」という活動財源不
足が 30％弱、「地域外への情報発信力が不足して
いる」「訪れた観光客への情報発信力が不足して
いる」の情報発信力不足も 30％弱、「商品企画力
が不足している」「イベント企画・実施力が不足
している」といった商品開発力が 25％程度挙げ
られている。
　観光協会などの事業運営では、人材（要員数と
モチベーション）、財源（自主事業による財源確
保）、商品開発力など、複数の事項がほぼ同率で
課題として捉えられている。

（２）期待と対策
　観光協会および類似の団体に対して市町村の行
政として期待することや課題対応のための対策を
聞いたところ、50％程度の市町村から「組織内
の意識改革」が挙げられた。続く「物販事業の展
開や強化」「既存の収益事業の強化」は、それぞ
れ 25％程度であった。

　事業内容のテコ入れや組織形態の変更などよ
り、まずは組織内の活性化に対する期待が強い。

4   まとめ

　本調査は観光地を一つの経営体として捉えて、
その経営管理部門の全体像を探ろうという動機の
もとでの最初の試みとして、市町村ごとの観光関
連事業の予算規模や観光協会事業の状況に関する
基礎データの収集に取り組んだものである。
　もとより地域行政に占める観光の役割は各市町
村によって異なるため、ここで記した各指標の平
均値だけを見て、それをどのように読み解き、活
用するのかには限りがある。観光行政に当たる
方々との議論を通して、現場で使えるデータに加
工していくことが課題であろう。

＜調査概要＞
調 査 対 象：全国の地方公共団体の観光主管課等

の観光統計担当箇所
調査実施日：2006 年 2月 9日～ 3月 6日
調 査 方 法：郵送またはメールによる調査票の配

布および FAXによる回収
配 布 数：3,080 件（このうち郵送による配布

は 2,629 件、メールによる配布は
451件）

回 収 数：627 件（市町村合併などにより分
析対象とした市町村数は 612個所）

回 答 率：20.4％

図３　観光協会の課題

図４　観光協会の対策
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   １．観光地経営指標の目的

1   観光地経営指標へのニーズ

（１）自治体調査概要
　観光地の経営指標へのニーズを把握するため、
自治体の観光主管個所へアンケート実施した。

・調査時期： 2006 年 2月
・調査方法： 調査票郵送、FAX またはメールで

返信。
・調査対象： 3,137 自治体の観光主管課（ただし、

一部に行政支所や自治体単位でない
観光協会等を含む）

・回 収 数： 574 自治体（回収率 18.3％）
・調査項目： 観光地指標の必要度とその整備状況

（２）必要と考えられている観光地指標
　回答者全体で見ると、①「観光客数」74％、②「観
光客の満足度」70％、③「観光客のリピーター
率」63％、④「観光地のブランド力」58％、⑤
「観光地の安全対策度」54％、⑥「観光消費額」
53％、⑦「観光の経済波及効果」52％、⑧「観
光地の総合的な指標」50％、が半数以上が回答
した指標である。
  観光客数、満足度、リピーター率など、誘客に関わ
る指標に対して必要性を感じている自治体が多い。
  観光地の人口規模別に回答状況を見ると、100
万人以上の都市で、ほとんどの指標で全体平均よ
りも高い比率になっている。また、観光消費額や
経済波及効果の順位も１つ上がっており、観光振

興を産業政策のフレームの中で位置づけている
ケースが多い。 
（３）整備されている観光地指標
　 「一部整備されている」と、水準を除いた整備
状況をみると、①「観光客数」が 38％と最も高く、
②「観光消費額」8％、③「観光地の安全対策度」
8％と２位以下は大きく落ちる。「一部整備され
ている」を含めると、①「観光客数」80％、②
「観光消費額」42％、③「観光地の安全対策度」
42％、④「観光施設の評価」30％と、整備状況
は良化するものの、それでも観光客数を除くと未
整備な指標が目立つ。
　整備している場合でも「ある程度」との条件が
付くのは、こうした指標についてスタンダードが
存在していないことも一因となっている。

2   観光地経営主体と経営診断の目的

（１）本研究における観光地経営体の捉え方について
　 「観光地」は非常に多くの主体から成り立って
いるが、本研究においては、観光地経営の中枢を
担う組織を、「行政（首長、観光主管部署、その他
観光関連部署）」と位置づける。これが、観光事業
者や住民の参加による「観光関連団体（観光協会、
旅館組合、NPO、住民ボランティア組織等）」と連
携して観光地を運営していくものと捉えていく。
　観光行政は総合行政であり、その「総合化」の
意味を筆者なりに整理すると、①行政部署間の施
策の総合化、②国、広域圏など異なる行政主体間
の水平的・垂直的な施策の総合化、③産業界、住
民団体など行政以外の主体との施策の総合化、の

図１　 観光政策を進める上で必要とされる観光地の指標（「ある程度必要」を除く）

   観光地経営の評価指標に関する研究
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３つの形が主なものである。 
　①の意味の総合化が必要な最大の理由は、観光
産業が異業種で構成される複合産業であることで
ある。旅行者は移動経路上で、宿泊、飲食、交通
などさまざまな財・サービスに対して支出を行う。
自然、観光産業は幅広く多様な産業から構成され、
その波及効果も地域内の広範な産業にわたること
になり、対応する行政部門も多岐にわたらざるを
得ない。加えて、生活インフラや医療、防災といっ
た定住者同様のサービスが旅行者に必要とされる
こと、自然環境や文化財の保全・活用といった視
点からの施策が必要であること、地産地消など域
内波及効果を高める施策も重要であること等も広
範な連携を必要とする理由になる。
　②の総合化の理由としては、旅行者が観光地を
自治体単位で捉えてはおらず、広域な観光圏域とし
て観光宣伝や観光ルート化等の施策に取り組むこ
とが効果的なケースが多いことが第1である。また、
地方財政の厳しい現状から見て、自律的な観光地
経営を進めるために国の主導する補助事業等を取
り込むことが必要なケースがあり、こうした事業で
は国と地域の役割分担が行われるケースが多い。
　③については、狭義の行政の範囲を出るものだ
が、観光地の経営はそもそも観光団体、観光事業
者、住民などの施策と独立して存在することは難
しい。また、実態として観光行政は補助金や委員
会等の政策チャネルを通じて観光関連団体（観光
協会、商工会、NPO等）の施策に影響を与えており、
観光行政を異なる主体間連携による観光地経営と

して捉えていくことが適切である。先進事例の長
野県白馬村では「白馬村観光推進本部」を経て、
民間と一体となった有限責任中間法人「白馬村観
光局」を立ち上げている。類似した動きは海外に
もあり、Destination Management Organization
というマーケティング機能とマネジメント機能を
併せ持つ観光地経営体がUNWTO（世界観光機関）
を中心に提唱されているところである。
（２）観光地経営の目的とステークホルダー
　観光地の経営を一般企業と同様に割り切って捉
えることは難しいが、ここでは、ある程度一体化
した組織と見なして観光行政の目的について捉え
ていくこととする。表１は、筆者が考える観光地
経営体・ステークホルダー・経営目的を整理した
ものである。
　観光地経営体にとってのステークホルダーとし
ては、域内の観光事業者、観光周辺事業者・団体、
観光客、住民（納税者）、観光産業従業者、周辺
観光地・観光事業者、助成機関（国、県、関連機
関等）、金融機関・ファンド・投資家（債権者）、
資産保有者（納税者）などが考えられる。そして、
それぞれが、利益の最大化、満足度の最大化など
異なる目標を持っており、こうしたステークホル
ダーに配慮したバランスの取れた観光地経営が要
求されることになる。
  個々のステークホルダーの要求をカバーするた
めには、観光地経営の目的はある程度多様化した
ものとなる。観光事業者や投資家にとって重要な
指標となるのはまず観光消費額（観光客数×単価）
であり、さらに長期的な投資計画を進める上では、
観光地づくりのビジョン、観光資源保全等による
持続可能性の確保、投資リスクの回避（客層やア
クティビティの多様化、融資面での配慮等）が重
要となる。一方、観光客の視点では、旅行の満足
度が重要となり、観光産業従業者の視点では、雇
用者満足度（賃金、労働時間、やりがい等）が焦
点になる。
　また、行政は観光産業だけでなく、住民や他産
業の域内事業者にも配慮する必要があり、経済波
及効果の増加（域内調達率の向上、域内雇用およ
び雇用者所得の増加）も重要な指標になる。また、
以上に挙げた主に経済面から見た価値だけでな
く、非経済的な効果、社会的な効果（２）についても、
公共の立場として重視していくことになる。

表 1　観光地経営の主体・ステークホルダー・目的
■ 観光地経営体

・首長（経営体のトップ）
・観光行政（観光主管部署、その他連携部署）
・行政の外郭団体、公共施設、行政主導プロジェクト等
・観光関連団体（観光協会、商工会、NPO等）
・民間の業界団体（旅館組合等）

■ 観光地経営体の主なステークホルダー（主体別の目標例）

・観光事業者
・域内の事業者・団体（他産業）
・住民（納税者）
・観光産業従業者
・観光客
・周辺観光地
・域外事業者（運輸機関・旅行会社等）
・助成機関（国・県、関連機関等）
・金融機関、ファンド、投資家（債権者）
・資産保有者（納税者）

利益最大化等
利益最大化等
雇用機会、生活環境、地域イメージ向上等
所得増加、安定雇用、職場環境改善等
満足度最大化等
広域魅力づくり・機能の補完等
利益最大化等
補助目的の達成等
債権の回収、収益の安定等
地価など資産価格の上昇等

■ 観光地経営の目的 （施策例示）

・観光消費額の増加
・競争力の維持・リスクの回避
・経済波及効果の増加
・顧客満足度の向上
・雇用者満足度の向上
・社会的効果の向上

観光客誘致、ブランド力の向上他
観光資源保全、客層の多様性
地産地消、域内雇用促進
人材育成、情報提供
人材育成、子育て支援
地域ブランド化、環境保全、地域間交流 ほか
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   ２．企業の経営評価指標と観光地経営指標

（１）民間企業における経営診断等指標の分類
  観光地経営の評価のあり方を考える上で、民間
企業の経営状況を評価する指標例を表２に示す。
ここでは主に外部機関による企業活動全体への評
価指標を中心とし、事業の実績を示す基礎的な財
務指標や個別業務の評価（PDSA サイクルや品質
管理等）については除いている。経営評価の対象
はさまざまだが、債権の格付けや IPO（株式公開）
の審査では、主に経営破綻のリスクが評価される。
格付けの場合は、最初に発行体企業の格付けを行
い、その上で個別案件である債権についての格付
けを加えることになる。
　リスクの評価軸は、事業リスク（事業の継続性
や経営の健全性など）と財務リスクに大別され、
株式上場の引受審査ではこれに加えて、企業内容
の適正性や投資家保護の観点からの評価が行われ
る。評価の方法は、基礎資料（財務関係や事業計
画等の書類等）による評価に加え、経営トップを
含むヒアリング調査が行われている。例えば、野
村證券の引受審査の場合、商法上の計算書類（含
付属明細書）、税務申請書、関係会社一覧、取引
一覧、事業計画書等が収集される。なお、計算書
類は、IPOで５年分、その他では２年分が必要と
なる。
　企業の CSR、環境への配慮といった特定の視
点で企業を総合的に評価する制度も近年増えてい

る。評価されることで、ファンドへの組み入れが
優先的になされたり、融資条件が良化するといっ
た金融面でのインセンティブを与える枠組みや、
環境報告書や IR 情報のディスクロージャー体制
等を表彰することで、株主などのステークホルダー
から信頼を獲得する効果を持つ制度等がある。
　企業の持つ無形資産を数値で評価する仕組みも
見られる。「Global Brands」は、世界の代表的な
企業（商品を含む）のブランド価値を評価するも
ので、これらはM&A等の基礎資料に用いられる
ほか、『Business Week』誌と共同で発表するこ
とで消費者など幅広い方面に発信されている。評
価は、財務に関する年次報告書やアナリストのレ
ポートを基に、主に、①ブランド商品・サービス
による収入、②ブランドによる付加価値、③将来
におけるブランド力、の３つの点から計算される。
（２）観光地経営指標の分類と行政評価の現状
　観光地の評価例としては、観光資源評価や観光
地人気ランキングなど、さまざまな試みがすでに
民間レベルで行われている。また、観光地の実績
を示す指標としては、いわゆる観光統計が代表的
なものとして存在する。しかし、観光地の経営状
況を評価した事例は少ない。
　これらの評価指標間の関係を筆者なりに整理す
ると、図２のような形態となる。ごく簡単に図式
化するならば、①観光資源性×②観光地経営力＝
③観光地実績、である。
　比較的②観光地経営の評価に重心を置いた指

評価指標の名称等 参考とした評価主体 評価対象 評価タイプ 評価されること
のメリット 主な評価軸

社債格付け･発行体格付け JCR
日本格付け研究所

社債 格付け 発行条件の良化 ①事業基盤（業界動向、業界における地位と競争力、対象企業の特性）、
②財務基盤（主要科目、資本構成、財務諸指標）

Ｒ＆Ｉ
格付け投資情報センター

社債 格付け 発行条件の良化 経営破綻に陥る可能性（デフォルトリスク）を事業リスク、財務リスクに分けて
把握した上で将来キャッシュフリーの十分性・安全性を予測

引受審査 野村證券
（ヒアリング調査より）

IPO､社債 ､増資 審査 資本市場からの
資金調達

①企業の継続性および収益性、②企業経営の健全性、③企業内容等の開示の
適正性、④その他公益または投資者保護の観点（以上、東証基準に準じる）

SRI ファンド
（社会的責任投資ファンド）

NPO法人 パブリック
リソースセンター

企業の CSR
(Corporate Social
Responsibility)

選定
（ファンド組込銘柄 )

ファンドを通じた
投資家の獲得

①ガバナンス／アカウンタビリティ、②マーケット、
③雇用、④社会貢献、⑤環境

環境報告書賞 東洋経済新報社 環境報告書 選定・表彰 投資家の獲得、
消費者訴求

①環境に対する組織のコミットメント、明確な企業姿勢が読み取れる、②環
境への取り組み関するステークホルダーとのコミュニケーションツールとし
て優れている、③環境パフォーマンス情報の開示について以下の点で充実し
ている（網羅的に開示、比較可能な形で開示、ライフサイクルの観点と環境
への重要度を反映）、④環境パフォーマンスに対する企業自身の評価や説明が
加えられている、⑤情報の信頼性を確保する努力を行っている

サステイナビリティ報告書賞 東洋経済新報社 サステイナビリティ
報告書

選定・表彰 投資家の獲得、
消費者訴求

①サステイナビリティに対するトップのコミットメント、明確な企業姿勢が
読み取れる、②環境については、環境報告書賞の基準を準用、③社会につい
ては a. 雇用･労働、b. 人権、c. 地域社会と社会貢献、d. 製品責任、その他に
ついて適切に開示している、④経済については、指標および開示方法につい
て創意工夫を試みている、⑤コミュニケーションツールとして優れており、
情報の信頼性を確保する努力を行っている

環境配慮型経営促進事業 日本政策投資銀行 企業の環境経営 格付け（取り組み
が特に先進的、先
進的、十分の３段階)

融資・保証条件の
良化（３段階の政
策金利）

①経営全般、②事業、③パフォーマンス

ディスクロージャー
表彰制度

東京証券取引所 情報開示 選定・表彰 投資家の獲得 情報開示の早期性 ､情報内容の充実性等

Global Brands www.interbrand.com 企業のブランド価値 収益の現在価値 投資家の獲得、
消費者訴求

①ブランド商品・サービスによる収入、②ブランドによる付加価値、
③ブランド力（将来）

表２　主な経営評価指標（評価対象・基礎資料等）

各評価主体の資料、ホームページ等より筆者作成 
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標としては、国単位の評価事例として「世界経
済フォーラム」の「旅行・観光の競争力指数」
（TTCI=The Travel & Tourism Competitiveness 
Index）が公表されている。これは、世界 124 カ
国を対象に旅行・観光産業の魅力を高める要因と
観光政策について既存統計や有識者評価により指
標化したもので、以下の 13の評価軸について各
国の競争力を計測している。
　07年 3月公表資料では、１位はスイス、２位
はオーストリアで、日本は 25位、東アジアでは
韓国が 41 位、中国は 71 位となっている。この
ランキングについては「美人コンテストではな
い」という説明がなされているが、つまり資源魅
力の評価は 13の評価軸のうち 11. ～ 13. の３つ
にとどまっており、うち「11. 人的資源」「12. 国

民の観光への理解」は人材育成やホスピタリティ
の啓蒙などによってもある程度変動し得る指標で
ある。なお、日本の場合、「5. 観光政策の優先度」
「10. 観光産業の価格競争力」「12. 国民の観光へ
の理解」について厳しい評価となっている。この
点、冒頭に述べた「観光立国推進法」の効果に今
後期待するところが大きい。また、わが国の観光
政策や観光統計などの海外への発信が不十分であ
ることも、こうした厳しい評価の土壌である点に
留意すべきであろう。
　次に、PDSA サイクル等を用いた「行政評価」
というマネジメント管理は、すでに多くの自治体
で導入されており、観光行政の評価についても各
自治体の「内部」では評価が行われている。表３に、
最も行政評価制度の進んだ自治体として三重県の
観光施策の評価例を抜粋した。三重県の行政評価

　■旅行・観光の競争力指数 TTCI の評価軸
＜旅行・観光分野の規制の枠組み＞
　  1. 観光政策と規制
　  2. 環境規制
　  3. 安全性と危機管理
　  4. 保健と衛生
　  5. 観光政策の優先度
＜旅行・観光産業の経営環境と社会基盤＞
　  6. 航空輸送の社会基盤
　  7. 地上輸送の社会基盤
　  8. 観光産業の社会基盤
　  9. 情報通信の社会基盤
　10. 観光産業の価格競争力
＜人的資源、自然資源、文化資源＞
　11. 人的資源
　12. 国民の観光への理解
　13. 自然資源と文化資源

図２　観光地評価指標の分類と主な評価項目

施策 基本事業 事務事業 目標指標
233 観光・交流産業の振興 ・観光レクリエーション入り込み客数（万人）

23301 観光商品づくりとサービス向上の推進 ・観光商品の提供数（件 )
（重）観光商品づくり推進事業 ・観光商品の提供件数［累計］（件）
（重）観光客誘客推進事業 ・観光ルートの提供件数（件）
（重）三重の観光人材育成事業 ・観光地マネージャーの育成人数（累計）（人）
（重）産業観光資源創造事業 ・産業観光の事業化数（件）
（重）「旅ごころ誘う三重奏」誘客戦略推進事業 ・観光商品を企画する旅行会社数（社）
2005年集客交流戦略推進事業 ・伊勢志摩再生プロジェクト事業数（件） ･バリアフリーツアーセンター問い合わせ件数（件）

23302 観光交流空間快適化の推進 ・観光街並み空間づくり地区数（件 )
（重）魅力ある観光地づくり支援事業 ・魅力ある観光地づくり実施件数（件）

23303 観光情報の発信と誘客活動の推進 ・観光ホームページへのアクセス件数（件）

（重）外客誘致推進事業
・外客誘致プロモーション件数（件） ・観光展への出展 PR（回）
・ファムトリップ、商談会等の回数（回） ・海外での情報提供回数（回）
・外国語版HPアクセス数（件）

（重）三重の食パワーアップ 100 事業 ・研修後改善された土産物数（個）
北勢広域観光連携強化事業 ・外国人向け観光パンフレット配布個所数（個所） ・誘客促進キャラバン隊派遣個所数（個所）
歴史と文化の水郷ふるさと再発見事業 ・“七里の渡し” 再現実験ツアー参加者（人数）
（財）三重ビジターズ推進機構利子補給補助金 ・保有不動産の売却、譲渡件数（件）

伊勢志摩であい交流スクエア整備事業 ・県市担当者会議の開催回数（回） ・具体的検討案件数（件）
・検討委員会開催回数（回）

「みえとあそんで」観光振興事業 ・関西圏における一般モニターの認知度（％） ・観光 HPへのアクセス件数（件）
・メディア交流会参加者数（人） ・情報番組、旅番組等のロケ誘致

リゾート地域活性化助成事業費補助金 ・紀南地域への観光入り込み客数（千人）  ・イベントの延べ開催日数（日）
・広域市町村地場産品 PRイベントの開催件数（件数）および開催日数（延べ日数） ・ピネ来場者数（人）

県営サンアリーナ管理運営費 ・対経費売上率（％）
県営サンアリーナ環境整備費 ・設備不良事故等による休館日数（日）  ・バスの延べ利用者数（人）
（財）三重ビジターズ推進機構開発土地整備事業費補助 ・年間利用者数（人）
（財）三重ビジターズ推進機構集客施設維持管理事業 ・管理経費（千円） ・パールロード通行車両数（台）

表３　三重県における観光施策の目標指標

「2005（平成17） 年度　基本事業目的評価表」より抜粋。グリーンツーリズムの施策等は除く。（重）は重点プログラム
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は、三重県総合計画「県民しあわせプラン戦略計
画」における政策・事業体系に沿って、事務事業
－基本事業－施策の３段階で評価指標とその目標
値を設定している。目標達成度と評価結果、結果
を踏まえた今後の取り組みや改善点がweb 上で
公開されており、県民局を中心に計画作りへの住
民参加が推進されている。
　「施策」段階の「観光・交流産業の振興」では
目標指標として「観光レクリエーション入り込み
客数」が用いられ、05年の目標数値 4,550 万人
に対し、実績数値は 4,470 万人となった。その
下の「基本事業」段階では「観光商品の提供数」
「観光街並み空間づくり地区数」「観光ホームペー
ジへのアクセス件数」が用いられ、最も基礎的な
活動単位である「事務事業」段階では、個別事業
ごとに利用者数やイベント、委員会等の開催件数
など各様の指標が設定されている。
　各段階の目標指標の多くは、業務の遂行度合い
の目安としての数値目標にとどまっており、事業
への顧客満足度や、環境への影響評価、経済波及
効果、関連組織との連携効果といった事業の質的
な評価、戦略的・総合的な観点からの評価指標ま
で踏み込んで設定していないのが現状である。

   ３．観光地経営指標の枠組みと基礎データの検討

（１）観光地経営指標の枠組み
　観光地経営指標の試案は観光地の経営の質を評
価するもので、７つの評価軸について利用可能
データ・資料等に配慮しつつチェック項目を作成
し、評価軸ごとの得点と各軸を統合した総合得点
を算出するというものである。
（２）指標作成への課題
　観光地経営の評価について、民間企業の経営評
価制度のようなメリットはどの程度あって、また
そうしたことは可能だろうか。
　民間企業との相違はステークホルダーとして株
主に代わって住民が重きを占めているということ
で、評価軸において社会的責任や地域への波及効
果などがより強く意識される点はある。観光行政
が住民や事業者の税金で（一定程度）維持され、
観光行政の総責任者たる首長が住民によって選出
されるという点で、彼ら住民にとって、観光行政
が適切に行われているかを評価することは重大な

関心事である。さらに、自治体へ助成を行ってい
る上位行政機関や、地方債や土地の保有者、当該
地域の民間事業者に投資を行っている金融機関・
再生ファンドなど、域外のステークホルダーに
とっても観光政策の評価情報は一層重要な指標と
なるであろう。
　しかしながら現状としては、企業の IPO の審
査基準や、CSRファンドへの採用基準に比較して、
例えば観光地への補助事業の選定基準において、
信頼度の高い観光統計や観光地のガバナンス度の
評価がどの程度組み込まれているか、という点が
問題視されるべきであろう。
　そうした条件下の障害としては、観光行政の適
切さを客観的に測るための主要な基礎資料となる
べき観光統計・観光経済統計が不備かつ手法が不
統一であることや、各地で普及が進んでいる行政
評価もその手法がまちまちで、かつ内部の主観的
評価であることなどから地域間の比較ができない
といった点がある。今後の観光地経営の指標化へ
の手順としては、指標作成に利用可能なデータの
検証を行った上で、評価軸および指標群を再構成
し、不足するデータを有識者や旅行者モニター調
査等によって補う可能性を検討する、といった一
連の作業が考えられる。

表４　観光地経営の評価指標の枠組み（試案）
評価対象
・観光地経営の質的評価
評価方法
観光地経営の質に関するいくつかの評価軸と各軸についての評価項目を設定し、
統計データや文書等の既存資料に、有識者や旅行者モニターによる評価、
観光担当者等へのヒアリング等を加味して、得点化を行う。
さらに、複数の評価軸を総合化した指標を作成する。

評価指標によるメリット（例）
・観光政策に関わる行政評価
・国等の補助・モデル事業の誘致
・観光地のブランド化、消費者への安心感確保、観光税等の円滑な導入
・民間設備投資の促進、融資条件の良化、優秀な人材の確保
・周辺観光地との連携や地域間交流の促進 など
主な評価軸と評価項目（例）
・観光推進のための組織、人材とそのガバナンス
予算規模・財源の多様性、財政力指数・地方債残高、
人材育成制度・人材能力、観光統計整備・活用状況、政争リスク 等

・利害関係者との連携
住民理解・ホスピタリティ意識、周辺協力体制・官学民ネットワーク度、
社会貢献、従業員満足、観光産業との連携、CSR・広報・情報公開 等

・観光施策の効果
観光宣伝の効果、情報施設の効果、観光施設の効果、イベントの効果、
PPP・PFI 等 推進度 等

・観光資源・観光基盤の保全・整備
観光資源評価、景観条例、環境保全条例、観光社会基盤整備、観光産業の人材、
ブランドイメージ向上 等

・観光地業績の向上
消費額の伸び、旅行商品化度、来訪客満足度向上、再訪者数増加、
滞在時間・宿泊客率の増加、 等

・地域経済への貢献
観光消費額規模、観光GDP・観光雇用シェア、域内調達率・付加価値率、
消費単価、従業員当たり売上、地価 等

・持続性・リスクの評価
過去 10年の入り込み数、市場シェアの推移、資源・客層の多様性、
再訪率・再訪者特性、来訪客満足度、災害など危機管理 等
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   １．観光地経営の考え方

1   観光地経営の基本的な考え方

　観光地の安定的な発展を支えるためには、個々
の事業に対する安定集客・安定経営のために観光
資源を活用するといったこれまでの考え方ではな
く、地域全体を総合的に捉えて、地域が持つ観光
資源の活用・管理と、地域内の事業の安定的発展
を共存させるための「観光地経営」といった視点
がこれからは必要である。そのためには、適正な
資源評価と活用、競合条件も踏まえたマーケティ
ングに基づく商品化や誘客プロモーション戦略、
これらを含めた観光振興政策の一貫性と持続性が
問われる。
　本研究では、「観光振興政策の一貫性と持続性
の保持」を観光地経営・管理の重要な視点と捉え、
沖縄県の観光振興策をケースに、これまでの行
政における観光振興施策、組織体制をレビュー
して、観光地経営・管理という視点から各施策、
組織体制がどのように機能してきたかを整理、検
証する。そして、これからの観光地経営・管理
に望ましい観光施策、組織の体系化について考
察する。

2   観光地の魅力・誘致力と適正な開発整備水準

　安定的な観光地経営の発想には、観光地の適正
な開発整備水準の考え方が重要である。
　観光地の開発整備の適正な水準は、絶対的なも
のではなく、主観的であったり、相対的なもので
あったりして、具体的な指標を設定する方法論は
確立されているわけではない。
　開発整備の望ましい水準は、図１・２に示すよ
うに、空間容量、資源ポテンシャル、資源容量、
施設供給量、必要産業規模、人口、管理運営シス
テム、住民意識といった条件で決定される。
　適正な開発整備水準に対して、開発整備が過小
であったり過剰であったりと、両方のケースが想
定される。一般的には、観光地（もしくは観光事業）
がスタートして間もない時期は、知名度が低かっ

たり誘客手法が確立されていなかったりして、需
要を十分顕在化できない心配から、開発整備水準
を低めに設定するケースが多々見られる。
　需要の伸びを待って、段階的に開発整備を行っ
ていく考え方である。
　しかし、ここで問題になるのは、開発整備水準
に、観光客を受け入れる「施設キャパシティの水
準」と、そこの観光地の誘客力を高める「観光魅
力水準」の２つがあることである。前者の拡大は、
地域の事業規模・産業規模を高め、地域経済効果
につながる観光振興の最大の目的と直結する。一
方で、後者は観光客をどれだけ引きつけることが
できるかという「誘客力」で、観光地にとっては
不可欠な重要な水準である。

   ２．沖縄観光の振興施策と組織の変遷

1   沖縄観光の発展と観光行政施策の変遷

　72 年の本土復帰以降、順調に発展してきた沖
縄観光では、沖縄県の観光予算も図３に示すよう

図２　持続的な観光地経営とは

図１　観光地の適正な開発整備水準
   観光地経営に関する理論的な枠組みの

構築に向けた実証的な研究
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な推移を示している。
　県が策定する第２次観光振興基本計画（10 カ
年計画）の終了年度である 91年度に観光客数の
目標値 300 万人を達成した。それを契機にして
大幅な予算拡大を遂げている。
　観光予算を、その事業内容の性格によって分類
して内訳のシェアを見ると、図４に示すように、
復帰して沖縄観光がスタートした当初は「観光施
設整備が、その後「観光関連団体育成」が順次観
光予算の過半数を占めている。
　75年代半ばになって、復帰以降の不備な受け
入れ体制も、ある程度一通りの施設整備が整い、
観光客数も150万人に達した。その段階で、観光
予算も「宣伝誘致プロモーション」に投入される
ようになった。「宣伝誘致プロモーション」予算は、
80年度の 28％から徐々にシェアが増加して、89
年度には53％と過半数を占めるまでに増加した。
　観光予算全体が急激に増加し始めた 90年度以
降から 96 年度までは、「観光施設整備」予算が
全体の７割前後を占める。その後、98 年度に観

光客数 400 万人を達成して以降は、「観光施設整
備」だけでなく、「観光関連団体育成」「施設管理
運営」「宣伝誘致プロモーション」と予算も多様
に使われるようになる。

2   観光行政組織の変遷

　観光関連組織も、90年にコンベンションビュー
ローが、94年には（財）沖縄ビジターズビューロー
が設立された。さらに、96 年には、（財）沖縄観
光コンベンションビューロー（OCVB）が設立さ
れ、沖縄県の観光施策の実行機関と観光業界の中
心的機関として一本化された。第３次基本計画

図３　沖縄への観光客数と県観光行政予算の推移 図４　観光政策予算内訳シェアの変遷

図５　観光行政組織の推移
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（92～ 01 年度）の期間には、図５のような体制
強化と、県の観光予算の大幅な増額により、積極
的な観光施策が展開された。

   ３．沖縄観光魅力の変遷

　沖縄観光魅力を、商品 Product、価格 Price、
地域 Place、プロモーション Promotion の観点か
ら整理すると図６のようになる。こうした結果は、
各時代で実施されてきた戦略の積み重ねから生じ
た結果であり、その背景には実践してきた組織が
ある。

   ４．観光地経営の課題

1   戦略的課題と組織的課題

　今後の沖縄観光振興を考えていく上では、以下
のような点が中心テーマとなってくる。
●沖縄観光（観光地）のテーマ、目標設定をどう
考えるか

●今後の観光振興の全県的展開をどう考えるか？

●観光振興の「基本条件」と「魅力づくり」をど
う考えるか？
　こうしたテーマを実際に検討していくなかで、
現実的には戦略的な課題と組織的な課題の２つに
分けた整理が必要となる。

2   持続的な観光地経営・管理と沖縄の観光施策

　これまで沖縄県が展開してきた観光振興施策を
整理すると、Ａ．組織体制、Ｂ．誘客、Ｃ．受け入
れ体制の３つに分けられる。「より多くの観光客
の誘致」をするために「観光基盤の充実、観光魅
力の創出」を図り、それを実現するための「組織
体制の充実」が進められてきた。これら一連の施
策は、観光地の発展のための「観光客数の増大」
が大目標とされて、最終的にこれまでの各施策の
取り組みはそこに集約される。
　持続的な観光地の発展を考えると、「安定的誘
客と発展バランスの管理」がこれからの観光地に
必要な考え方となる。沖縄における観光施策のこ
れまでの取り組みにおいても、需要が供給に追随
して安定的な発展が続いている沖縄観光では、観

図６　沖縄観光の４Ｐの時代変化
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光地経営的な発想がほとんどとられてこなかった
のが現状である。

3   持続的な観光地経営・管理に向けて

　観光地の持続的な発展を進めていく上で、これ
からは以下のような点を具体化していく必要が
ある。
（１）観光地経営・管理の発想の普及
　観光客の増大一辺倒の観光振興施策から、持
続的な観光地経営・管理の発想を広めて、計画
的な経営管理の重要性を共通認識にしていく必
要がある。

（２）観光資源の管理、活用手法の開発・普及
　これまでのような観光資源を一方的に活用し
て観光振興を進める手法から、観光資源の保全・

育成と適正な活用が共存できる手法の研究とそ
の普及を進めていく必要がある。具体的には、
観光資源魅力の発見と適切な評価、観光資源の
キャリングキャパシティ（適正な収容力）の設
定などが研究テーマとなる。

（３）観光客の満足度向上の追求
　持続的な観光地の発展の原点として、訪れる
観光客に満足して帰ってもらう発想が重要で、
「1回限りの観光地から、また訪れたくなる観
光地づくり」を進めていく。

（４）観光地経営・管理システムの構築
　観光地経営・管理は、行政を中心にした観光
地全体のコントロールを図るシステムであり、
行政施策と組織体制を中心にしたシステム構築
が必要である。

図７　沖縄県の観光振興施策


